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論 文 内 容 の 要 旨

本稿は、.資本制的生産様式のもとでの商業資本の存立構造と商業資本の利潤 と価格における諸現

象の科学的解明を 『資本論』の商業資本論に尋ねてみ ようとするものであるとともに、『資本論』

を商業資本論に焦点を合わせて読み、経済学批判としての 『資本論』体系における商業資本論の位

置 と分析視角を探 り、マルクス経済学の方法について認識を深め、さらに残 されたいくつかの問題

点について解明を試み ようとするものである。

マルクスの 『資本論』は、資本制的生産様式の一般的運動法則を解明することを研究の課題とし

てお り、産業資本の運動の考察を基軸として展開され、その経済的諸法則ならびにその歴史的性格

を批判的に解明したものである。商業資本は、この産業資本が生みだす資本の諸形態の一つである

が、商業資本の利潤 と価格における諸現象は、資本一賃労働関係の存在を前提 とする剰余価値の生

産 という資本制的生産様式の本質的関係を隠蔽するものである。かくして、r資本論』の商業資本

論は、この産業資本がみずから生みだす仮象の諸姿容の批判的解明という観点から、商業資本の存

在が示す諸現象を、産業資本の運動およびその諸法則の解明を理論的前提 として、解明したものな

のである。(以上の点については、本稿第一章で論 じた。)

そこで、まず、純粋流通費用を除 く商業資本と商業利潤に関するマルクスの解明をみることにし

よう。マルクスは、r資 本論』第三部第一六章商品取扱資本では、商業資本を産業資本の商品資本

の機能W'一G'を 自立的資本の運動形態G-W-G'に おいて媒介する独 自な資本範疇 として規定
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し、その資本制的生産のもとでの存立構造を解明している。また、同第一七章商業利潤の前半部分

では、商業資本の運動がこのように流通に帰着し直接には剰余価値を生産す るものではないとい う

ところに、この商業資本がえる商業利潤について独 自の問題を見出し、その解決を している。すな

わち、商業資本が商業利潤をえるのは、商人が産業資本家から商品を生産価格以下で買い生産価格

で売ることによってであ り、外観的にそ うみえるように商品を生産価格以上で売ることによってで

はない、 とい うように。 こうして、労働価値説をもとにして、商業利潤は剰余価値の転化形態であ

り商業価格の法則は生産価格の法則に従 うものであることが解明されたのである。(こ の点につい

ては、本稿第二章第一節でみた。)

ところで、マルクスの商業資本認識の核心をなす商品資本の商品取扱資本への転化 ・自立化とい

う規定については、従来から異論がある。商業資本は産業資本の貨幣資本の機能をも行なうとい う

理解や、商業資本は貨幣資本の形態でも実存するという事実から、商業資本は単に商品資本の転化

し自立化 したものではなく、貨幣資本をも含めた流通資本の自立化したものであるという見解が生

じたのである。だが、商業資本の機能はあ くまで商品資本の機能であって、その貨幣形態での実存

は商品資本の機能W'一G'の 結果であるにすぎず、また、商業資本の運動G-W-G'のG-Wは 、

生産資本への転化を内実 とする産業資本の貨幣資本の機能G-W(Pm)で はない。だか ら、商品

資本の自立化 とい うのは商品資本の機能 ・運動の自立化という意味であり、商業資本の核心を商品

資本の機能を自立的に行な うものとして措定するものなのである。ここに、商業資本を貨幣資本を

含めた流通資本の自立化 したものだとはいえない理由がある。(以 上の点については、本稿第二章

第二節で論 じた。)

また、商業利潤論に関しては、マルクスが商業資本の介入によって一般的利潤率を低下するもの

として処理 したことについて、従来か ら疑問が提起されている。商人が商品を購入するために投下

する貨幣資本 と産業資本の生産過程連続のための追加資本との間には、商人がこの貨幣資本を投下

すれぽ産業資本家はこの追加資本を準備 しておく必要はな くなるという対応関係がある。 したがっ

て、産業資本間の一般 的利潤率規定においてこの追加資本を考慮 した規定を与えておけぽ、商業資

本は社会的追加資本 として処理される必要はなくな り、商業資本の介入によっても一般的利潤率は

低下するものとして処理されることはなくなると思 うのである。(こ の点については、本稿第二章

第三節で考察 した。)

さて、我 々は、このような商業資本や商業利潤概念の規定、さらには商業資本論→利子生み資本

論とい う篇別構成のうちに、経済学的諸範疇を抽象的なものから具体的なものへと展開す るマルク

ス経済学の方法、いわゆる上向法が具体化 されていることを看取することができると考える。そし

て、この下向法 ・上向法 とい う経済学の方法の確立こそは、マルクスがアダム ・スミスにおける分

解価値説 と構成価値説の並存を超克する鍵をなすものであったと思 ケのである。(こ の点にっいて

は、本稿第二章第四節で考察 した。)

ところで、商業資本論の課題と方法に関する宇野弘蔵氏とその系譜に属する諸論者の見地は全 く
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独自なものである。例えば商業資本論を利子生み資本論の後に論ずるという篇別構成に関する宇野

氏の見地に明確に示されているように、氏の方法的見地は抽象から具体へというマルクス経済学の

方法を根本か ら否定するものなのである。(こ の点については、本稿第二章第五節で検討 した。)

次に、商人の純粋流通費用について考察することにしよう。純粋流通費用は、商品の使用価値を

生産するものではなく、 したがって商品の価値も剰余価値も生産するものではない。それは、価値

の形態転換を媒介するための費用であ り、生産物が商品形態をとることから生成す る。 したがって

この純粋流通費用はそれ自体としては資本ではないのであるが、それは、資本運動の一過程 となっ

た商品 ・貨幣流通を媒介する費用としては資本に転化する。では、商人の純粋流通費用の補填 と利

潤は商業価格をどう規定するのであろうか。 この利潤については、先の商業利潤と同様に考えるこ

とができる。問題は補填分である。しかし、結局のところ、この補填分もまた、商業利潤の場合 と

同様に、商業価格を生産価格以上に高めるものではなく、商人がその分だけ産業資本家か ら生産価

格以下で買い生産価格で販売することによってえられるとみなければならない。(こ の点について

は、本稿第三章第一節で述べた。)

ところが、純粋流通費用の補填を考慮 したマルクスの商業価格の設例では、このように処理され

てはいない。 この補填分だけ商業販売価格は生産価格を上まわるかのような記述がなされているの

である。だが、このような設例は、価値の転化 した形態 として商品価格構成の諸要素を展開する、

マルクス自身のそれまでの生産価格論と矛盾するものであるように思われる。(こ の点については、

本稿第三章第二節で論 じた。)

ところで、マルクスは、純粋流通費用の成分のうち商人が商業賃労働者を充用するために投下ず

る 「可変資本」部分に関 しては、その補填と利潤について困難な問題があるとし、その解決を試み

ている。 しか し、 この函難な問題の意味もその解決の仕方 も極めて難解であ り、これまで充分に納

得できる説明は与えられていなかったと思われる。マルクスのこの困難な問題の提起は、商業労働

に 「可変資本⊥が投下され補填され利潤をえるものとなっているとい う事実を、商業労働は本来的

には商業資本家のなすべき機能であ り商人自身がこれを行なえば商業労働は流通費用としては現象

せずその補填 も利潤 も問題にならないとい う、商業資本の本質にとってめ商業労働の本来的意義か

ら、反省 したものであるとみることができる。また、マルクスによるこの困難の解決は、純粋流通`

費用.に対する利潤の分与 とその補填について、それぞれそうしたことが可能となる条件を提示 した

ものとみることができるのである。(こ の問題については、本稿第三章第三節で論 じた。)

マルクスは、さらに、第一八章商人資本の回転価格では、商業部門別回転の差が商業利潤および

商業価格規定に及ぼす影響の解明をしている。マルクスは、商人が一回転当た り付加する商業利潤

の額は、一般的利潤率をその部門の平均的年回転数で除 した額によって規定 され ることを解明した。

商人は、流通期間が長 く回転数が少ない部門ではより多 くの商業利潤のための価格追加を し、逆の

場合には逆にする。こうした現象か ら、商人による商品価格の主観的で全 くかってな規定が可能で

あるかのような仮象が生 じる。マルクスの右の解明は、こうした現象を、労働価値説をもとに、一
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般的利潤率の法則の特殊な貫徹形態 として解明 したのである。(こ の点については、本稿第四章で

論 じた。)

なお、本稿では商業資本の一種としての貨幣取扱資本については考察の範囲外とした。 これは、

紙数の都合による全 く便宜的な理由に基づいている。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

1.

本論文は、「資本制的な商業現象の解明を 『資本論』の商業資本論にたずねてみ ようとする」試

みである。すなわち、著者は、r資 本論』第3部 第4編 に内在 しつつ、資本制的生産様式のもとに

おける商業資本の存立構造、商業利潤と価格における諸現象等の考察を通 して、マル クス経済学の

方法についての認識を深め、逆にまた、著者な りに理解した方法論的見地か ら、商業資本に関する

従来からの論争点に首尾一貫 した解答を与えること、を企図している。

本論文は、商業資本に関わる全般的な問題意識と本論文の構成について述べた 「序章」を冒頭に

冠 して、以下のような5つ の章から成 り立っている。第1章 「経済学批判体系と商業資本論」、第

2章 「商業資本 と商業利潤」、第3章 「純粋流通費用」、第4章 「商業資本の回転 と価格」、第5章

「商業資本に関する歴史的考察」。このうち、本論文の核心的内容を包含しているのは第2章 と第

3章 とであり、したがって、以下においても、これら両章を中心に本論文の概要を見ていきたい。

第1章 は、著者の商業資本論把握の基本的観点を予め簡潔に示 したものであって、そこでは、商

業資本の利潤と価格における諸現象を、産業資本の生み出す転倒的で仮象的な諸姿容 と捉え、その

本質隠蔽的性質の批判的解明こそ商業資本論の理論的内実でなければならぬ、としている。言い換

えれぽ、商業資本論は、経済学批判 としての 『資本論』体系とい う枠組みに規定された意義 と限界

をもつ、 ということが強調 されている。

第2章 では、商品取引資本の自立化 とそれが商業利潤を取得 しうるメカニズムを概観 したあと、

そこに内包されている3つ の論点を取 り上げ、それぞれ詳細な検討を加えている。そのさい、多 く

の論者の所説を自説に対置し、彼我の相違点を浮き彫 りに しようとしている。そこで得られた結論

は以下の通 りである。(1)商 品取引資本は、専ら商品資本の機能(W-G)が 自立化 したものと

考えるべきであり、これに貨幣資本を含めた流通資本の一部が自立化 したものであるとか、流通期

間中の生産継続のために必要な、貨幣準備資本の自立化 したものである、 とすることはできない。

商業資本の採る貨幣形態は、W-Gの 結果にすぎず、産業資本のG-W(Pm)に 対応する機能を

果たすことはない。(2)商 業資本の介入によって一般的利潤率が低下するという不合理な形にな

っている 『資本論』の設例は、第3部 第2篇 で産業資本間の一般的利潤率の形成を論 じるさい、流

通期間の存在に伴 う追加資本への考察を欠いたことに問題があ り、本来、商業利潤は、生産価格論

に内包された諸関係の外延的展開として、 したがって商業資本の自立化によって一般的利潤率が高
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まる関係 として説かれるべ きものである。(3)産 業資本の利潤 ・平均利潤論→商業資本論→利子

生み資本論という 『資本論』第3部 の篇別構成は、マルクスのいわゆる上向法の厳密な適用の結果

であ り、そこを貫 くのは資本の物象化の進展過程である。流通費用の節約=資 本の生産性増大とい

ういわば量的契機は、篇別構成の序列を規定 しえないのであって、これにのみ拘泥すると、商業資

本論 と利子生み資本論 との間の論理的階梯の差が看過されることにもなりかねない。

続 く第3章 では、第2章 で取 り上げた論点の先に生ずる問題、すなわち商業資本との係わ りにお

ける流通費用をめぐる論争上の二つの問題に焦点を合わせ、それぞれに解答を試みている。その第

一は、本来、価値 も剰余価値も生まない純粋な流通費用が、何を契機 として資本化 し、その投下価

値額を補填するのみならず利潤を要求しうるか、とい う問題である。著者によれば、商品も貨幣 も

それ自体では資本ではないが、資本の運動過程の内部では商品資本 ・貨幣資本としてその実存形態

を得るように、資本運動の一過程となった商品 ・貨幣流通々媒介する、 という規定性における流通

費用はすでに資本である。 したがって、その補填は生産価格の枠内でなされるべきであ り、 これに

対する利潤請求権は商品買取部分と異なるところがない。この意味で、流通費用が生産価格に上積

みされている、マルクスの流通費用補填をめぐる算例は、首尾一貫を欠 くものといわざるを得ない

として、当該問題に関するかぎ り、 ローゼンベルク説に与 している。第二に、r資本論』では、商

人が商業労働者を雇用するために投下する 「可変資本」部分について、その補填と利潤取得に関 し

て極めて 「困難な」問題があることを指摘 しているが、その問題性 とはそもそも何であ り、その解

決の方向性如何、 という問題である。著者は、この困難の意味を、本来資本家の機能たるべき販売

過程を賃金労働者に代位させ、あまつさえこれに投ぜらる流通費用に利潤を要求するとい う事態の

転倒性と捉え、商業資本が 「可変資本」に投下する場合と投下しない場合 とにおける販売価格を対

比しつつ、前者が可能 となる条件を提示することが、この場合の困難の解決方向た りうる、として

いる。

第4章 では、馳マルクスの 「商人資本の回転。価格」の章で述べ られている商業部門別回転数の相

違が、販売価格や利潤率等に及ぼす影響について、独 自に作成 した表を援用 して明快に解説 しつつ、

そ うした考察内容が、すでに商業利潤や商業価格の分析で解明された資本物神化の進展過程をさら

に先へ押 し進める結果になる、 とい うマルクスの方法論に則った構成 となっていることを論定せん

としている。

第5章 は、『資本論』第3部 第20章 「商人資本に関する歴史的考察」をパラフレーズしたもので

ある。

II.

本論文で取扱われている主要な理論的内容は、概ね以上のように要約で き.るが、 これについては

以下のような評価を与えることができるであろ う。

第一に、本論文は、いわゆる商業資本論に含まれうべき諸論点を、かな りの程度網羅的に取 り上
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げ、 これ らを経済学の体系の中にどう位置づけるべきか、という明確な問題意識のもとに、著者の

観点からする、商業資本の総体的な把握とい う目標に着実に近づいている、ということができる。

けだし、考察対象を体系全体との関連で捉えるという、ある意味では至極当然な問題意識 も、相応

の研究の深化 と関連する研究領域の拡が りを欠いては、その実を十分にはあげ得ないものであると

すれば、本論文からは、永年にわたる著者の研究の蓄積の成果が、自ずと看取できるからである。

第二に、著者が、商業資本の自立化にっいて、自立化する主体 と自立化の根拠とを峻別 し、前者

については、さらに主体となるべき概念それ自体 と、それが総資本のなかのどの価値部分に相当す

るかとい ういわぽ量的規定 とを区別すべ きであるとして、「商品資本の商品取引資本への転化」の

意味を、文字通 り 「商品」資本に即 して明確にしようとしていることは、従来の論争を整理する上

からも有意義な貢献である、といえる。

第三に、マルクスの商業資本論中、多 くの論者に意味不明とされてきた、いわゆる商業的 「可変

資本」にかかわる 「困難な」問題について、本論文が、その問題性が奈辺にあるかを問い、一つの

試論的解答を提示 し得たことは、その当否についてはなお議論の余地がありうると しても、この領

域の研究にとっての貴重な 「一石」としての役割を果たしうることは、恐らく異論のないところで

あろ う。

もとより、「貨幣取引資本」範疇の商業資本論に占める位置づけ等、なお立ち入 った展開を期待

したい部分 もないではないが、如上のごとく、本論文は、一方では商業資本論の体系的 ・総体的把

握を指向しつつ、他方では若干の主要な個別的争点についても、総 じて説得力のある手堅い議論を

展開し得ている点で、高 く評価することができる。

以上により、本論文は経済学博士論文として合格と判定する。
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